
規模に対する収穫の可変性と租税の帰着

岸 昌三

　普通，租税の帰着分析で=は，規模に対する収穫不変が仮定される．本稿

では，この仮定をゆるめよう．ここでは，静態二部門二要素の一般均衡モ

デルでの法人税を例にと墜,その帰着が収穫の可変性によりどのように影

響されるかを考察する．モデルの設定は，生産関数について収穫の可変性

を仮定すること以外は，標準的な場合に準じている．すなわち, X, Yの

二部門，資本瓦　労働£の二要素を仮定する．各要素の総供給は固定的

とする．部門間では各要素は自由に移動し，要素価格は均等化する．市場

では競争が行われる，などとする．

　規模に対する収穫の可変性を考慮する方法は，一次同次の生産関数に，

産出量に依存する別の関数を掛けることである．すなわち，各部門の生産

関数は次のようになる．

（1

（2

）

）

）

X=f(X)F(Lχ■, Kχ)

Y＝g(X)G(Ly. Ky)

　この点で帰着分析を拡張したものとして, Rapanos （1986）, Abe (1988)

およびParai （1988）かおる．前二者は，ホモセティクな効用関数を仮定す

る. Abeは, Hatta and Haltiwanger （1982）が行った帰着効果の二つの

成分への分解法，すなわち，「商品価格歪曲効果」（commodity price

distortion　effect）と「要素価格歪曲効果」（factor price　distortion

effect）への分解法に即して，規模に対する収穫の可変性の意味合いを解剖

する. Parai（1988）は，一般的な効用関数を仮定する／ただし，ハーバーガー

（Harberger （1962））に従い，相対価格に関する需要の弾力性£を用いる．
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ここで，各部門の収穫の度合いを表す弾力性概念Sx，Syをそれぞれつぎ

のように定義するよ　　　　　　　　　　　　:･　　　　＼　　　ノ

　（3）Sχ＝方一千

　（4）斗＝言ﾐこ

叙,斗の範囲は，･‥-･･■■CX3より大で1より小としなければならない．これらが

1より大ということは，役人垣の減少が産出量の増加をもたらすことを意

味し，また, 1に等しいということは，投入量の増加が産出量の無限の増

加をもたらすことを意味するので，いずれも不合理であるトさらにまた，

それらが― CXDに等しいということは，投人量が増加しても産出量が変わら

ないことを意味するので，これまた不合理である．七たがって，前記のよ

うな範囲でなければならない．そのような範囲を前提として，S.Y, 斗≫0

を収穫逓増の場合, Sχ,Sy＜0を逓減の場合，そして, 斗Sy＝0を不変の

場合とそれぞれ解釈することができる．

　各要素市場の均衡は，変化率の形で

（5）乱＝し1 息
　　　　　λ/.Y

ただし

λLA'＝ケλLY＝ケ

λんX十尨y= 1

（6）　君K ＝一1 こな
　　　　　　　　　λ匹

ただし

λ以＝令λKY ＝廿

λa十λKY＝l
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らK,-(j＝X. Y）は，それぞれj部門で雇用さ=れる労働,△資本C）量とし，

⌒は変化率を表すものとする．λ丿ま，要素付汀部門で雇用される割合で

　X財部門の生絹周数∩）より，各要素の限界生産物は

　　　　　∂X･　　　／　　∂F　　　　　　＼　　　　　犬　　　　　←IIl-¥　　　　　∂ムx　　1……-･Sx　δ乙χ　　　　　　　　　　　　　．．

　　　　　　-----

　単純化して，法人税［X財催H］の資本に対する税）だけが課税され，他の

税は存在しないものとする．この部門の利潤極大条件は

（7）

Px罷＝jぐとし⊇=w

∂X　　Pxf　　∂F
Px言かｰ＝ぞ　λ∂瓦χ　1一斗

　wi　　　rゝ
亙x

たは, X財の価格, w, rは，それぞれ賃金率，利子率とする．また, T

＝レ吋とし, /(よ従価税率とする．同様にして, Y財部門についても利

潤極大条件

（8）

∂Y Pyg　∂G

一一一一　　　‾‾　　I (O削瓦二万二彩
-－∂乙y‾麗ﾉ

Py⊇ﾆｿhヰﾋﾞ･奈=r

を得る. Pyは, Y財の価格とする．

　各部門の利潤極大条件から，それぞれ

　（9）　　君χ－£Y＝ら（功一尹－?）

　（10）　　私,一応｡＝町（功一か

らは，j部門の代替の弾力性とする。
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各部門の生産関数と利潤極大条件から，それぞれ

（11）　又

ただし

（12）　y

ただし

巾）

（3）

（16）

（17）

(0,χLχ十収x聡)

rTKχ
-
/)χχ

(0r v£Y十幄訳y)
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1

1

-

゛sχ

　　　　wLχ　　　-　　　　　一一亀x一 ,",4,,,,θ匹

亀χ十θ以＝i

　1

l－Sy

θ£y－jﾌF,幄y一

娠y十9ky＝1

砺は, j部門における要素fへの要素費用の割合である．

　各部門のゼロ利潤の条件は，変化率の形でそれぞれ

娠x(功十£χ)十臥xけ十ﾌﾞ｀十君χ)＝Px十又

(14)　　亀v(功十万y)十幄v(が一片y)＝Py十y

最後に，ホモセクティクな効用関数より，需要方程式

　（15）　又－？＝－ら（βx一Py）

を得る. らは，消費における代替の弾力性とする。

　上記（5）, （6）, （9）, （10）, （11）, （12）, （13）, （14）, （15）の方程

式体系から鳥,焉,又Y, 瓦,Pyを消去すると，次の三式に集約される。

ox(働一f)十£χ一庁χ＝向？

町(功一丹一ヤX十七■i?v ＝O

ら｜帽(働一丹十／1£χ十B瓦χ＝一'^D^^Kχ↑



ただし
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A =ﾕﾄﾞﾀﾞで観けﾕ云yﾐ芦静;Y

召=ユ4三万ﾂと幄x十よ白ﾀﾞｽﾄ坦伽y

これから功づについて解くと，次式を得る。

　(18)

ただし

iu~~f=計

　　　　　D ＝CT,jIλ円θ｜十Oχ(λLYλKxA十λlx取消)

　　　　　　　　十町λムYλky(A十B)

　　　　　A^ =CJ,(λムYλKX-A十λaλKβ)－Onλθkx

　　　　lλ｜＝λムXλχY一λ心λLY＝λLX一λ心＝λKY－λLY

　　　　I e I ＝亀χ幄r‐e,.Aχ＝亀χ一Qly=Qky一幄χ

上式の符号を調べるにあたり，部門間の要素集約度の相対関係が物理単位

でみても価額単位でみても変わらないと仮定しよう．すると, Dにおける

｜λ＼＼d｜はつねに正になる．問題は, A. Bの符号を調べることに帰着す

る．そして，それらの符号は，式(17)から明らかなように，その中の

(l－亀ソ(l－亀)，(l－Sy)/(l－Sy)の符号に依存する．

　ら＜1を仮定すると，これらは，収穫逓減(Sr, 斗＜0 )であれ逓増

(Sx,Sy＞0)であれ，いずれも正になる．したがって，｜川|引＞Oの範

囲で考えるかぎり, Dは正になる．

　分子A*'の符号は, A, Bと｜λI {こ依存する. A, Bの符号は，この場合，

正であるから, Iλ｜の符号が重要になる．それが負(課税部門が資本集

約的)のときは, Nは正になる．この場合.式全体は正になり，税負担

は資本に帰着する．｜λ｜が正のときは，正負いずれにもなる．このよう

に，定性的な結論に関するかぎり，収穫一定の場合と同じになる．しかし，

59－



　　　　　　　　　規模に対する収穫の可変性と租税の帰着

定量的には異なる．

　ら＝1のときは, （17）から明らかなように, Sv, 斗が消去され，その

結果，式（18）は収穫-一定の場合の式に等しくなる．すなわち，この場合，

収穫の変動は帰着に影響しない．

　Oi)＞1のときは，収穫逓減の場合, A, Bは正になり, z:）は正になる．

この場合，定性的には，Of)く1の場合と同じになる．収穫逓増の場合には，

A,Bの符号は定まらず，したがって, A,A^の符号も定まらない．

　上では，需要側でホモセティクな効用関数を仮定した．次にごｰ一巻y.的な

効用関数で考えよう．需要方程式は，変化率の形で

　（19）　η丿一恥^＝てが（βx一Py）

ただし

　　　　　一a I,'＝刀yとχχ＋刀χ乱Y

と表すことができる. 象*,収バt, 各財に対する補償需要の価格弾力性, Vx,

2) Rapanosべ1986, pp.402谷3）.

3）Rapanos （1986,命題3）.

4）式（19）を導くト各財に対する通常需要関数

　　　　x＝χ(J)x､PyJ）∧　　j　j

　　　　Y＝Yi)y^）y,!ト……，　　　　　　　　　..

　（/は，所得）を微分し七,変化率の関係をつくると，

　　　　X ＝ExxPx十町ぶﾄﾄηに＝

　　　　f ＝肪沙χ十肪ゆれ十Vvl　　　　　　　　，.

　邨は, inｵに対する需iliiのブ財価格に関する弾力性, ??,■ま, i財に対する需要

　の所得弾力性とする．これら二式から7を消去すると，次式を得る.

　　　　V講一脂?＝（ηげxxつlχ肪χ）瓜十（ηφχY一脂肪y）乱

　上式に，通常需要の弾力性と補償需要の弾力性との間の次の諸関係を代入す

　ると，式（19）を得る，

　　　どxx ―FA'X－αxηx，^ YY＝ぎYy ―ぎYY一αyηr

　　　　^xYニぎχY‾aYriχ,⊃とyχ＝ぎyχ－axVy　　　＝

　　　　振χ＝一一晦Y，釦y ＝一一釦χ

　　ただし，乱は. i財に対する補償需要のプ財価格に対する弾力性, ax. aバま，

　　それぞれpxX/I, PyY/Iとする．

　　　　　　　　　　　　　　　　　－60－
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ηYは，各財に対する需要の所得弾力性とする．当面のモデルに上の需要

方程式を入れ替えて解くと，次式を得る．

（20）ivづ＝D' 夕

ただし

　　　　　　び　＝卵丿λ||副十卵(λgλKxﾉ'十λaλkyB')

　　　　　　　　　十OrλLYλKv(ﾉﾄﾞ十B')

　　　　　　ダ　＝oχ(λyyλHぶ十λムXλkyB')一心∩λ幄X

　　　　　　　，　町y一SxOd　　　ηx－S尚　λLX
　　　　　　に･1二八‾‾亀x十　l－Sy　A/,y丿θ£Y

　　　　　　　z　　砂一亀(が　　　　恥‾斗炳ﾌﾞ　λ心
　　　　　　召　ニ　1一分　幄x十　1一斗　瓦よ幄y

収穫逓減の場合, A≒B'の符号は正にな肌　D'は正になる．この場合，

法人部門が資本集約的であれば，税負担は資本に帰着する．この点，定性

的な結論としては，ホモセティクな効用関数の場合と同じになる．収穫逓

増の場合には，簡潔な結論は得られない．
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